
－ 63－－ 62－

６－２．地域別輸出入通関額

　近畿地区の輸出入について地域別にみると、輸出入ともにアジアの比重が全国で一番
大きいことが特徴です。
　これは、地理的な要因に加え、大阪の産業構造がアジアと強く関わっていることも大
きく影響していると考えられます。

６－１．品目別輸出入通関額

　近畿地区の輸出入について、商品構成の特徴をみると、輸出では、電気機器、一般
機械の２品目で 50％を超えており、大阪・近畿に占める電機・機械産業の比重の高
さがうかがえます。また、化学製品、鉄鋼、糸・繊維製品などの割合が全国平均と比
べて高く、大阪においてはこれら産業の比率が依然として高いことが特徴となってい
ます。
　一方、輸入については、化学製品、糸・繊維製品などの割合が全国平均と比べて高
い反面、鉱物性燃料や機械機器の割合が全国平均と比べて低くなっています。



－ 65－－ 64－

６－３．外国企業数

　外国企業数について、平成 17年 12月現在でみると、東京都に 2,591社と全国の 74.0％が集中
しており、都内では港区（833社）、千代田区（552社）、中央区（271社）に多く集積しています。
　一方、大阪府は 160社で、全国の 4.6％を占めています。大阪の外国企業のうちアジア系企業
は、30社（構成比 18.8％）、その中で最も多いのは、韓国（11社）、次いで中国（８社）、香港（４
社）となっています。

－ 65－

６－４．留学生数

　大阪府内に受け入れている外国人留学生数は、年々増加しており、平成 17年には、1
万人を越え、東京都に継ぐ規模となっています。
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６－５．留学生等の就職状況について

　「留学 ｣及び ｢就学 ｣の在留資格を有する外国人が日本の企業等へ就職するため在留
資格変更許可申請を行った件数は、全国で 6,788人で、このうち 5,878人が許可されま
した。
　大阪では、全体の 11.4％にあたる 669人の留学生等が、日本企業等に就職しました。

６－６．大阪企業の海外進出件数

　大阪企業の海外進出件数をみると、長期的には昭和 60年のプラザ合意以降、アジア
を中心に大きく件数が増加していることがわかります。
　17年以降の件数は、減少していますが、その中でも中国への進出は、半数以上を占
めています。



６－７．海外生産比率

　企業の海外進出が増加し、国内の生産が海外へ移管されることによって生産規模、雇
用の縮小などといった、いわゆる産業の空洞化現象の進展が懸念されています。
　我が国製造業の海外生産比率は、平成 11年、12年に上昇一服の動きもみられましたが、
その後は、緩やかな上昇傾向をたどっています。

海外生産比率の算出方法（国内法人売上高は、財務省の法人企業統計より）

　国内全法人ベースの海外生産比率
　　＝現地法人（製造業）売上高／（現地法人（製造業）売上高＋国内法人（製造業）　　
　　売上高）× 100 

　海外進出企業ベースの海外生産比率
　　＝現地法人 (製造業 )売上高／（現地法人（製造業）売上高＋本社企業（製造業）
　　売上高）× 100 

－ 69－

７　大阪の金融

　企業の資金需要の低迷や負債圧縮の動き等を反映して、金融機関の
貸出金残高は減少傾向が続いていますが、減少幅は小幅になっていま
す。景気が回復基調にある中、意欲旺盛な中小企業の活躍により、資
金需要は今後、拡大していくものと考えられます。
　こうした状況を踏まえ、大阪府では、制度融資の再編、総合的な金
融支援機関の創設を柱とする「金融新戦略」の取り組みを通じ、挑戦
する中小企業に対する支援を強化しています。

　ここでは、大阪証券取引所における株式売買高の推移を他の証券取引所と比較

してとりあげるとともに、金融機関の預貯金・貸出金残高の推移を示しています。

また、大阪府が実施している制度融資の実績をとりあげています。
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